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垂直的取引関係と会計情報システム
岡部孝好
はしがき
メーカーが製品を小売に卸し，小売企業がそれを消費者に販売する場合に
は，両企業の間にしばしば持続的で親密な取引関係が形成される。この縦の
企業間関係は一般に垂直的関係 (verticalrelationship)といわれ，横につ
ながる水平的関係 (horizontalrelationship)から区別されている。 そし
て，財の流れの上流に位置するメーカーは川上企業 (upstreamfirm)， 下
流に位置する小売企業は川下企業 (downstreamfirm)と呼ばれている。
本稿の目的は，これらの川上企業と川下企業との企業間関係の中において，
いったいどのような会計情報が，どう利用されるかを分析することである。
この分析のために，独立企業による取引開係であるにもかかわらず，ここ
では2企業の間の関係をエージェンシー関係 (agencyrelationship)とし
て捉え，川上企業をプリンシバル (principal)，川下企業をエージェント
(agent)と呼ぶことにしよう。法律上の形がどうであれ，ちょうど本社が
販売事業部にそうするように，自己の製品の販売を川上企業が川下企業に
「委託している」と考えるわけである。
エージェンシー閲係が存在する場合にはいつでもエージェンシー問題
(agency problem)の発生が予想され，エージェントの利己的行動のため
にプリンシパルの利害が損なわれるおそれがある。そこで，プリンシパルは
市場取引のデザインを通じてこのエージェンシー問題をコントロールしよう
とするし，またそうであるから種々の市場メカニズムが自然発生的に生まれ
る。川上企業が「垂直的コントロール」 (verticalcontrol)を行ったり，金
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銭的なインセンティプを供与したりするのがその例である。ちょうど販売事
業部などのサプユニットを管理するマネジメント・コントロール・システム
が組織内部に生まれるように，市場においてもそれによく似たコントロール
・システムが発達するのである。
このようなシステムは，それがいかに精巧であっても，情報システム (in-
formation system)，それも特に会計情報システムの支援なじには有効には
機能しえないと考えられる。適切な情報システムがなければ必要な情報は入
手できないし，また情報が入手できなければエージェンシー問題の解決はま
すます困難になるであろう。良好な垂直的企業間関係を維持するうえにおい
て重要なことはまず情報を共有することであり，この情報の共有を図るため
には，企業と企業との間に必要な情報を速く，正確に伝達する情報システム
が準備されていなければならない。この企業間の情報システムの在り方を会
計研究の立場から分析するのが本稿の最大の狙いである。
この目的に付随して，本稿においては川上企業から川下企業に拡がる情報
ネットワーク (informationnetwork)が検討されるが，それは，企業と企
業との間の情報移転の仕組みが硯在技術革新のさ中にあって，目ざましい変
貌を遂げつつあるという認識によるものである。コンピュータと通信技術の
発達は企業間における情報の流れを変えて，企業間関係そのものにまでも大
きな影響を及ぼしつつある。この点は企業間に跨がる会計情報システムにつ
いてもいえ，情報ネットワークの一般化にともないその在り方は大きな転期
を迎えようとしている。
これらの点を明らかにするため，以下次のように構成する。まず第1節と
第2節において，なぜ垂直的コントロールを行う必要があるのかという基本
問題を検討し，その背後に外部性 (externality)の問題があることを明ら
かにする。そして，この問題を解決するためにどのようなコントロールの手
段が利用されるか，またそれらにどのような含意があるのかを分析する。こ
うした予備的検討にもとづいて，第3節では情報の役割を検討し，さらに第
4節では企業間に跨るインセンティプ・システムを分析することにしたい。
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これらの検討を踏まえて，第5節では情報ネットワークの影轡を論じて，最
後にまとめを行うことにしよう。
1. 垂直的コントロールの原因と方法
(1)基本的フレームワーク
いまメーカー（または卸売企業）がある中間財 (intermediategoods)を
↓ c 要索市場
コスト Cで生産して（または仕入れ
て）小売企業に販売し，小売企業が
これを最終消費者に販売するケース メーカー
を考えよう。この場合に，メーカー ↓pw 卸売市場
と小売企業が取引する卸売市場にお
いては価格 Pwが，小売企業と最終
消費者が取引する小売市場では価格
小売企業
Pが成り立つものとする。小売市場
における取引数量がqであれば，小
売企業が在庫を保有しないときには
小売企業がメーカーから買い取る取
引数量も qになる（第1図参照）。
売上
この場合において，小売企業の売売上原価
上は pq, その売上原価は Pwqで 純利益
あるから，他に費用がないとすれば ―-
↓ P 
第1図
第1表
損益計算書
小売市場
メー カー 小売企業
Pw q P q 
c q Pw q 
q(pw-C) q(p-pw) 
その純利益はq(p-pw)になるであろう。またメーカーの純利益も q(pw-C)
と計算できる。それぞれの損益計算書を示せば，第1表のようになるであろ
う。
メーカーも小売企業もそれぞれ独立の企業であるから，自分の利益を最大
にすることしか考えていない（利己心モデル）。つまり，メーカ←は q(pwー
C)を，小売企業は q(p-pw) を，それぞれ最大にするように行動する。し
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かし，販売数量qと卸売価格 Pwはメーカーと小売の両企業に関係している
から，それらがどう決まるかは自分自身にだけでなく，相手企業にも影響を
及ぽすことになる。しかも，重要なことに，他企業に与えるこの影響は，相
手側からすれば必ずしも好都合なものばかりではない。
(2)意思決定変数とその選択
自己の利益を最大にする場合に制御できる変数を意思決定変数 (decision
variables)という。まず，小売企業は小売価格Pを随意に決めることがで
き，これが小売企業にとっての第1の意思決定変数になる。この小売価格P
はふつうは販売数量qと無関係ではなく，価格を安くすれば沢山売れるとい
う関係にある。競争の問題をさしあたり無視して，これを定式化すれば，需
要D(•) は価格 P の上昇につれて減少するとみることができる。
q =D(p) (1) 
小売企業は最終価格のほかに，「販売促進努力」ないし「サービス」の水
準 Sをも選ぶことができる。例えば小売企業は，広告による報知，店頭での
商品情報の提供，福引券の提供，無料の寸法直しや配達，信用供与，気持ち
よい店舗，短い待ち時間などのサービスを付加して，最終消費者に商品を提
供する。そこで，これを第2の意思決定変数にしてみると，このサービスも
また売れ行きに関係があり，努力水準 Sが大きいほど販売数量も多くなるこ
とがわかる。ただ，この販売促進努力には金銭的な支出，労力，あるいは苦
痛がともない，その大きさも Sの増加につれて増加する。この金銭的・非金
銭的な費用を販売サービスのコストといい，販売数量1単位あたりに換算し
て(0(s)で表わすものとしよう。
消費者は値段が安<,サービスのよい小売店から買うとすれば，結局のと
ころ販売数量qは，次のように，小売価格の設定 (pricing)と販売サービス
の水準 Sの2つの意思決定変数に依存することになる。
q = D(p, s) (2) 
しかし，小売価格の引き下げは小売企業の純利益を圧迫するし，また販売
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サービス Sの引き上げは販売費 fD(s)qを増加させる。そこで，小売企業は
これらの点も考慮したうえで，純利益が最も多くなるように小売価格と販売
努力水準を決定するであろう。これは次の最大化問題として表わすことがで
きる。
max⑲-Pw-fD (s)〕D(p,s) (3) 
p,s 
このようにして小売企業によって選択された p*,s*がメーカーの純利益
に何の影響も及ぽさなければ2企業の垂直的関係はきわめて単純で，メーカ
ーが小売企業をコントロールするといった事態には発展しない。ところが現
実はそうではなく，小売企業が行うこれらの意思決定はしばしばメーカーに
重大な経済的影響を与える。小売価格Pやサービス水準 Sにかんする小売企
業の選択は販売数量 qを増減させるが，それはまた卸売市場における販売
数量に跳ね返り，それを通じてメーカーの売上 Pwqと，その純利益 q(pw
-c)にもインパクトを与えるのである。しかし，それにもかかわらず，小
売企業はこれらの影響をまったく考慮せず，自分だけに最適な p*と s*を
選択する。かくて， p*はメーカー．の望む価格よりも高いとか， s*が不十分
であるといった結果が生まれ，このためにコンフリクトに発展してしまう。
垂直的コントロールはこのコンフリクトを防ぐ目的で行われるのである。テ
イロルは次のようにいう。
「換言すると，中間財が川上企業から売られた後において，それ以降
にいくつかの意思決定が行われる。これらの意思決定が川上企業の利澗
に影響を与えるから，川上企業は川下企業をコントロールするインセン
ティブをもつのである。その財に対する価格政策，製品指定のほかに，
川上企業，はコントロールが可能な範囲で，川下企業の営業活動に対し
て垂直的なコントロールをさらに押し進めるであろう。例えば財の最終
（小売）価格を定めたり，各小売店の配給の地域を調整したり，あるい
は他の財の抱き合わせ購入を強制したりするかもしれない。」 (Tirole, 
1988, p. 169.) 
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(8)垂直的外部性の存在
ある主休の行動が他の主体の経済状態に影響を及ぼすのに，それに対する
償いがなされない場合には，一般に外部性ないし外部効果があるといわれ
る。上に例示したケースでもこの外部性の問題が発生しており，小売企業の
意思決定がメーカーの経済状態に影響を与えていながら，それが市場取引を
通じて補償されない点に原因がある。この点はやや複雑なので，小売価格の
設定とサービス水準の決定の 2つに分けてもう少し詳しく検討しておこう。
ここでメーカーの立場からみて最善な意思決定を具休化するために，メー
カーが小売企業を合併して，自分自身で消費者に直接に販売する場合一ー前
方的な垂直統合 (forwardvertical integration)ー ーを想定し，これを基準
点にすることにしよう。垂直統合しても，販売活動を事業部に委託すれば，
今度は組織内部で同様のエージェンシー問題
が発生するおそれがあるから，事態は一向に
改善されない可能性もたしかにある。 しか
し，ここでは単純に考えて，合併してしまえ売 上
ば，メーカーは自分の好きなように小売価格 売上原価
販売費
Pやサービス水準 Sを決めることができると
純利益
考えることにしよう。この場合には，メーカ
第2表
損益計算書
メー カー
pq 
C p 
(ヽs)q
q(p-cー 駅s))
ーの売上は pqになるが，販売サービスのコスト層 (s)qはメーカーの方で
負担しなければならない。かくて，メーカーの損益計算書は上の第2表のよ
うになるであろう。
メーカーが最大化したいのはこの意味での純利益である。ここでも，小売
価格 P とサービス水準 S の選択が需要 D(•) に影響を与えるとすれば，その
場合におけるメーカーの最大化問題は次のようになる。
max⑲-c-fD (s)J D(p, s) (4) p. 
メーカーがこのような意思決定を行うと，その時には小売価格 pmとサー
ビス水準茫が決められるが，これらのアと茫は，メーカーと小売が分
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化している場合に小売企業が選択する p*と s*と必ずしも同じにはならな
い。 p*はpmよりも高く， s*は茫よりも低くなる可能性があるのである。
まず，小売価格の設定から確かめよう。
(4)二重の限界化
競争がないという条件の下においては，それぞれの企業は限界費用にもと
づいて価格設定をするのが最も有利である (Tirole,1988)。この場合におい
ては，メーカーと小売は別々の企業であるから，それぞれ自分の利益を最大
にするためにメーカーは Pw>cの卸売価格を，小売企業は P>Pwの小売価
格を設定するであろう。しかし， 2企業が統合されている場合においては限
界費用は Cであるから，限界費用にもとづいて価格設定がなされるかぎり，
pm<p＊となり，垂直統合されている場合の方が最適小売価格は低くなる。
2企業が切り離されていて，それぞれ限界原理にしたがって次々に価格を設
定すれば，価格設定が 2回行われる一~ (double marginal-
ization)がおきる一が，垂直統合されるとそれが 1回に減り，それに応
じて小売価格も下がるのである。このヨリ低い価格は需要の増加につなが
り，さもないよりもメーカーの純利益を大きくすることになる。にもかかわ
らず，この利益の増分は，小売価格の設定を小売企業に任せた場合には実現
(1) 
できない。外部性の問題が生まれる第1の原因はここにある。
同様のことは販売サービスについてもいえる。もしメーカーと小売が別々
の企業であれば，小売業者は販売サービスの選択にかんしても自分の利益だ
けを考え，自分がサーピスの水準を引き上げれば，メーカーに追加の利益が
発生するという点をまった＜料酌しない。このためサービス水準は低くなっ
て，これにともない販売数量 q も減少する。しかし， 2企業が統合される
と，この波及的影響も考慮に入れられて， ヨリ多い販売サービスが提供され
(sm>s*），この結果として売上数量も増加することになる。換言すれば，
（1) この点の厳密な分析については Blairand Kaserman (1983), Tirole (1988) 
などを参照されたい。
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2企業が分化している場合には小売企業が少なすぎるサービスしか提供せ
ず，このためにコンフリクトが生まれるのである。これが外部性の第2の原
因である (Tirole,1988)。
(5)垂直的拘束の諸方法
このような垂直的な外部性が生じている場合には，メーカーは小売企業を
合併して自分自身で自分の商品を販売したくなるであろう。この動機にもと
づいてもしメーカーが小売事業を直営するということになると， いわゆる
「所有による統合」 (integrationby ownership)が起きて，小売企業はメ
ーカーの組織の中に吸い込まれてしまう。
しかし，こうして垂直的に統合するとすれば，今度は組織の内部において
小売事業をどう管理するかの問題に直面する。エージェンシー問題の発生の
余地は常にあるから，マネジメント・コントロール・システムを通じて，サ
プユニットの効率を高めなければこの垂直統合は比較優位を失うであろう。
そこで例えば販売事業部長への権限委譲によって組織を分権化する一方で，
振替価格 (transferpricing)制度などを設けて内部的に管理する必要に迫
られる。しかし，これには管理費用の支払いが必要とされるし，また管理す
(2) 
るからといってすべてのエージェンシー問題が回避できるわけでもない。例
えば価格設定権限を事業部長に与えれば，二重の限界化の問題が依然として
(3) 
残ることになるであろう。
(2) 企業間の外部性の問題をエージェンシー問題として捉えるかぎり，こうしたロ
スはエージェンシー・コスト (agencycost)として一般化することができる
(Jensen and Meckling, 1976)。しかし，経済分析の文献はこの問題を規模の
不経済として捉え，組織内部に活動を取り込むと管理費用が増加すると説明する
ことが多い。すなわち，コースの考えによって，「企業が大きくなるにつれ，企
業者職能の収益が減少する，つまり企業内で追加取引を組織化する費用が増加す
るかもしれない。」 (Coase,1937, p. 340)とみるのである。なおこの点は． BIair
and Kaserman (1983)が詳しい。
(3) 組織内部のサプユニット間において振替価格を設定する場合にも同様の外部性
の問題が生ずるが，この点をここで検討する余裕はない。 Eccles(1985), Kaplan 
(1982)などの関係文献を参照されたい。
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この垂直的統合に代わるもう一つの方法は「契約による統合」 (integra-
tion by contracts)である。契約を通じて，小売企業の意思決定を制約す
ることができれば，それが有効なかぎりにおいてメーカーは自己の不利益を
回避することができる。長期契約を通じてメーカーが小売企業に課すこのよ
うな行動制約は一般に「垂直的拘束」 (verticalrestraints)といわれ，「部
分的統合」 (partialintegration)の1種と考えられている。所有を通じて
完全に統合するわけではないが，形式上は相互に独立の企業をあたかも組織
内部のサプユニットでもあるかのように結びつけるからである (Blairand 
(4) 
Kaserman, 1983 ; Tirol.e, 1988)。
このような垂直的拘束にはいくつかの具休的手段がある。以上で検討した
垂直的外部性にかかわる主要な手段としては再販売価格維持と買取数量の指
定がある (Tirole,1988)。
① 再販売価格維持
小売企業にとっての最終価格Pをメーカーが指定する契約を再販売価
格維持 (resale-pricemaintenance : RPM)という。これには上限価
格 (priceceiling) を決める方法 (p~pりと下限価格 (price floor) 
を決める方法（P~Pk) との別がありうるが，実際には両者が結合して
特定価格 (pk=pk)をメーカーが押しつけてしまうことが多い。
このように価格をメーカーが指定すると，小売サービスのコストが増
加したときには，小売企業はそれを最終消費者に転稼できない。また逆
に，小売サービスのコストが減少したときには，そのベネフィトが小売
企業に帰属する。この意味で，再販売価格維持は危険分担関係にもかか
わっているし，またそうであるから販売サービスを提供する小売企業の
ィンセンティプにも影響を与えることになる。
(4) 部分統合の例はそのほかにも多数ある。ティロルも次のように述べている。
「固定費を分担すると契約した企業，厳格な垂直的拘束を指定する契約にサイン
したメー カー と小売， 30年間にわたる詳細な供給契約にサインする隣合わせの発
電所と炭鉱などは，法律的には別々の主体であるが，それらはすべて少なくとも
部分的に統合されていると考えられる。」 (Tirole,1988, p. 16.) 
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小売価格を小売企業が設定するときには，小売企業がもつローカル情
報が価格政策に織り込まれるが，再販売価格維持契約によってメーカー
が価格を指定する場合には，このローカル情報は利用されない。この点
でも，再販売価格維持にはロスがともなう点に注意されたい。
③ 買取数量の指定
小売企業がメーカーから買い入れる数量qを事前に指定する契約を買
取数量指定 (quantityfixing)といっている。この指定では，一定の数
量 qk以上を小売企業が必ず購入することを求める買取強制 (quantity
forcing ; q~qりが一般的であるが，品不足の時などに引渡数量の限度
を示す数量割当 (quantityrationing; q~qk) の形をとることもある。
売上数量が小売価格と販売サービス水準によって決められる場合にこ
の数量指定が行われると，小売企業は小売価格を下げるかあるいは販売
サービス水準を上げなければ，売れ残りによる損失を負担しなければな
らない。そこで，指定数量 qkが全部売れるように，小売価格とサービ
ス水準を決定する。このことは，メーカーからすれば，買取数量の指定
をすれば小売価格を指定したり，サービス水準を指定したりするのと同
じ効果がえられることを意味する。
2. プランド内競争とプランド間競争
(1)ブランド内競争と水平的外部性
次に，メーカーと小売の関係をそのままにして，同様の小売企業が複数あ
る場合を考えよう。小売企業が2つ以上あるとすれば，小売価格と販売サー
ビスの最善のパッケージを提供する小売企業から最終消費者は買うであろう
し，またそうであれば小売企業はパッケージの内容で競争しなければならな
い。この競争は同一プランドを扱う小売企業相互の競争であることから，ブ
ランド内競争 (intra-brandcompetition)といわれている。
複数の小売企業が消費者を争う場合，販売サービスの水準 Sを引き上げた
方が競争上優位に立つ。しかし，ヨリ多くのサービスを提供した小売企業
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は，それだけ追加のコストを負担するし，またそうであるから，低いサービ
スしか提供しない小売企業よりも小売価格を高く設定しなければならない。
この結果として，高サービスと高価格，低サービスと低価格が対応すること
になる。
しかし，消費者にとっては，このようなサービスと価格の対応はない。同
ープランドであるかぎり，どの小売企業で販売サービスを受け，どの小売企
業から商品を貿うかはどうでもよいことである。そこで，小売価格と販売サ
ービスに遮いがあるとすれば，高水準のサービスを提供する小売企業におい
てサービスだけを消費し，低価格を提示する別の小売企業で商品を買うであ
ろう。例えていえば，商品の事前説明は親切な店で受け，実際の購入は割引
店で行うというようなことになりやすい。
このような結果になると，販売サービスを行っても，それは競争相手の売
上を伸ばすだけになって，その費用を負担した小売企業には何の報いももた
らされない。販売サービスを提供しても，それは他の小売企業にタダノリさ
れてしまうし，またそうであるから販売サービスを提供する動機そのものが
失われる。いわゆる「公共財問題 (public-goodproblem)」が発生して，
販売サービスの提供という局面において，過少供給が起きるのである。この
現象は，小売企業間の横の関係において起きることから「水平的外部性」
(horizontal externality)と呼ばれている (Telser,1960)。
横に拡がるこのような外部性があれば，それはいずれは縦の関係にも拡が
ることになる。誰もがタダノリを企てるとすれば，結局は販売サービスは提
供されないし，また販売サービスが提供されないとすれば，販売数量は低下
して，小売企業や消費者だけでなく， メーカーもまたその不利益をこうむる
ことになる。こうして，水平的外部性はメーカーにも波及して，垂直的外部
性に転化する。そこで，これを防ぐために， メーカーは垂直的コントロール
に乗り出す。
販売サービスを提供した小売企業だけから消費者が買うようにすれば，コ
ストの負担者とその受益者とが合致して，この外部性の問題は解決される。
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いい換えると，販売サービスに対する「財産権」 (propertyright)を小
売企業に賦与し， サービスを提供した小売企業において， それを消費した
消費者が購買するようにすればよい(Tirole,1988)。この目的のためにしばし
ば利用される垂直的拘束が「テリトリー制」 (exclusiveterritories) であ
る。各小売企業に排他的なテリトリーを保証すると，最終消費市場では空間
的に分割され，地域的に切り離された部分市場 (submarket)が確立する。
もちろんこうした分断を試みても，消費者が移動するかぎりはタダノリは完
全には防げない。しかし，このスピJレオーバー効果 (spillover)がそれほど
大きくなければ，販売サービスだけを消費して，他の小売店から買うような
消費者行動は減るであろう。もしそうであれば，そのかぎりで販売サービス
を引き上げようとする小売企業の動機が強められ，コンフリクトは綬和され
る。
このように，同一ブランドの商品について競争状況が存在する場合， メー
カーはテリトリー制を導入する代わりに，小売店の密度を制限する（小売店
の数を減らす）ことがある。また例えば政府市場と民間市場を分けるなどと
いった方法で市場細分化 (marketsegmentation) を行うことも少なくな
い。これらは空間的に市場を切り離すものではないが，テリトリー制と同様
の効果をもたらす。近くに他の小売店がないとすれば，消費者はサービスを
受けた小売店で買わざるをえないであろう。そのほか，再販売価格維持も，
価格の安い小売店を締め出し，これによって顧客の移動を防ぐ効果をもって
おり（消費者は他で買っても安くならない），この点で水平的外部効果を防
ぐ目的にも役立つといわれている。したがって，これらも，消費者に対して
価格ある情報サービスを提供する動機を小売企業に植えつけることになる。
小売店の提供するサービスは，さまざまなニーズをもっている各地の消費
者に適合したものでなければならない。この要請に応えるには，小売企業を
競争圧力にさらすこともたしかに重要なことである。「競争はそれ自体がイ
ンセンティプ機構である」 (Tirole,1988, ・ p.184.)といわれており，小売企業
にディシプリンを課し，小売企業のインセンティブを高める。ところが，テ
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リトリー制などを実施すれば，プランド内競争は抑制または排除されて，競
争圧力は希薄になってしまう。垂直的コントロールは外部性の問題を軽減す
るが，それは小売企業に独占力を与えて，競争がもたらも利益を失わせるこ
とになりかねない。かくて，硯実においては，競争の制限とインセンティプ
の確保との間でいかに折り合いをつけるかが重要になる。ティロルも次のよ
うにいう。
「かくて，われわれは，メーカーは高いインセンティプ（それは小売
の競争からもたらされる）と独占力の最適な利用（それは1人の小売を
許したり，排他的テリトリーを賦課するなどによってえられる）との間
のトレードオフに直面すると結論づける」 (Tirole, 1988, p. 184.) 
(2)ブランド閻競争と水平的外部性
それでは，小売企業が十分な販売サービスを提供しない場合には，メーカ
ーがその一部または全部を肩代わりするというのはどうであろうか。広告な
どの販売促進活動を自分自身で実施すれば，メーカーはそれを自分の好きな
水準に決めることができるし，また広告などについては，全国規模で行うと
規模の利益も実現される可能性が大きい。それぞれの小売企業が広告を行う
よりも，マスメディアを通じてメーカーがまとめて広告した方が安上がりに
なるであろう。
メーカーが販売サービスを代行する理由としては，そのほかにプランド間
競争 (inter-brandcompetition)がある。複数のメーカーが競合する商品
について市場を争っている場合には，メーカーのレベルにおいて広告投資を
行って，消費者を自己のプランドに誘導する戦略が採用される。これにはコ
ストが必要であるが，それは販売数量の増加によって償われる。
しかし，このような理由でメーカーが販売促進をしても，販売を直接に担
当するのは小売企業であるから，それらがメーカーの思い通りに行動しなけ
れば投資は償われないおそれがある。例えばそうする方がマージンが大きい
という理由で，あるいはその方が顧客へのサービスになるという理由で，小
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売企業は訪れた顧客に競争プランドの商品を勧めるかもしれない。しかし，
これではメーカーの努力の効果は他のメーカーに帰して，メーカーは報われ
ない。このことは，メーカーのレベルで水平的な外部効果が生まれて，メー
カーの側での投資のインセンティプが失われることを意味する。
この意味での外部性の問題に対処する一つの方法は「専売制」 (exclusive
dealing)である。メーカーの製品と直接に競合するブランドの商品を小売
企業が売らないよう契約によって縛っておけば，そういう水平的な外部効果
は防止できる。この場合にも，販売サービスに対する財産権を確立し，ベネ
フィトの享受者とコスト負担者が符合するように，契約によって拘束するの
である (Marvel,1982)。
この専売契約はよい効果ばかりをもたらすわけではない。それはまず，設
備や要員を遊ばせるという形で規模の利益を犠牲にする可能性がある。また
それは，ボートフォリオの編成によって危険を分散する途を封じるから，取
り扱うブランドの需要が急減したようなときには小売企業は大きなダメージ
を受けるであろう。さらにまた，品揃えの便宜も失われ，顧客は商品の探査
においてヨリ大きな費用（探査費用）を負担しなければならなくなる。しか
し，そうであるにもかかわらず，現実には専売制によって，小売企業の品揃
えの自由を拘束している場合が少なくない。このことは，少なくとも当事者
にとって専売制のペネフィットがそのコストを上回っていることを意味する
(5) 
とみてよいであろう。
3. 垂直的コントロールと情報システム
(1)垂直的コントロールの限界
以上の検討において，企業と企業との間の垂直的または水平的な関係にお
いて，いったいどのようなコンフリクトが生ずるか，そしてまたコンフリク
(5) 専売制が存在する理由についてはいくつかの見解があって，論争が続いてい
る。その内容については Marvel(1982)を検討されたい。
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トが生じた時には，メーカーがどのような垂直的コントロールの手段を利用
し，どうコンフリクトを解決するかが明らかになった。その企業間コントロ
ール主な手段は次のようなものであった。
① 再販売価格維持
③ 買取数量指定
⑧ テリトリー制
④ 専売制
しかし，このような垂直的コントロールの手段はいつでもどこでも容易に
(6) 
実行できるというものではない。独占禁止法などの法の規制，小売企業側の
対抗，競争メーカーの行動などによって実施できる方法は限られてくるし，
またたとえ容易に実行できる場合でも，必ずしもメーカーの思い通りの結果
が実現されるわけでもない。硯実には多数の困難があって，その解決はむつ
かしいのである。それらの中でここで特に重要なのが情報の入手可能性であ
る。
メーカーが小売企業の行動を制限しようとする場合，関連する情報を入手
できるのであれば，垂直的コントロールは比較的簡単だといえなくもない。
例えば，メーカーが小売業者の販売促進努力を鼓舞したいのであれば，望ま
しいサービスの水準を契約においてメーカーが直接指定することが考えられ
る。しかし，小売企業がどのようなサービスをどれだけ提供したかが誰にも
分からないとすれば，そうした指定が実際に遵守されたかどうかは事後にな
っても確認できないし，またそうであればたとえ法廷に持ち込んでも，メー
カーは小売企業に契約の履行を強制することはできないであろう。契約した
事項について事後に正確に測定できない場合には，いかに契約で事前に指定
しておいても，その履行は保証されず，結局は契約そのものが無意味になっ
(6) 垂直的拘束の法律上の地位については夢しい文献がある。ここではそれに触れ
る余裕はないが，おおまかにいえば，再販売価格維持契約は理由のいかんによら
ず逮法であり，テリトリー制と買取数量指定は理由によって判断される。また抱
き合わせは原則として遣法であるが，実際には理由によって判断される。
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てしまう。ヨリ一般化していえば，約定した事項について双方に観察可能性
がなければ，情報の不完全さのために道徳的陥穿 (moralhazard)が起き
てしまうのである。
この点は他の手段によった場合にもあてはまる。例えば再販売価格維持契
約を結んでも，最終小売価格の情報がメーカーに入手できなければ，その契
約の履行は保証のかぎりでない。契約を結んでも，メーカーに露顕するおそ
れがなければ，小売企業はやはり自己に有利になるように小売価格を設定す
るであろうし，またそうであればコンフリクトは結局は解決されずに終わっ
てしまう。表面上の小売価格をモニクーできる場合でも，「秘密の割引」が
あれば，メーカーには真の小売価格は分からない。この「秘密の割引」が無
料の配達のような追加のサービスによって行われると，さらにモニクリング
の水準は低下するであろう。
専売制によっても買取数量指定によっても，小売企業はそうする方が有利
であるなら，他のメーカーから仕入れたり，あるいは他の小売企業へ「密
輸」するにちがいない。小売企業相互の間で中間財を転売する可能性は常に
あるが，この裁定取引 (arbitrage)を追跡したり排除したりするのは，関
連する情報なしには不可能である。メーカーからすれば小売企業の購買数量
は比較的容易に把握できるとしても，最終消費者への販売経路を逐一追跡す
るのは決して容易なことではないのである。
同じことはデリトリー制の場合にもいえる。厳密にいえば，消費者の所在
と購買場所についての知識をメーカーがもたなければテリトリー制は維持で
きない。しかし，すべての消費者の所在と購買地を取引のつど突き止めるよ
うなことは事実上不可能であろう。この場合にも情報の入手可能性に重大な
限界がある。
このようにみてくると，企業間の垂直的拘束がどこまで実施可能かは情報
システムに依存するところが大きいことがはっきりしてくる。それらは，ぃ
つでもどこでも実施できるものではなく，情報が入手可能なかぎりにおいて
実施できるにすぎない。どのような垂直的拘束の手段がどのように利用され
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るかはかなりの程度まで「情報環境」によるのである。
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「実務で使用される垂直的拘束の集合は情報環境に，つまりメーカー
が観察でき，〔契約を）強制できることに依存する。したがって，例え
ば，もし小売企業がその顧客に秘密の値引を与えることができるとすれ
ば，再販売価格維持は可能なことではない。同様にして，小売が裁定取
引に従事する（他の小売業者から仕入れる）環境においては，買取数量
指定は本質的に無意味である。」 (Tirole,1988, p.172. C〕内は挿入）
4. インセンティプの醸成
(1)取引条件の決定
以上で検討した垂直的拘束の諸方法は，それ自休がインセンティブ・メカ
ニズムであるといえなくもない。再販売価格維持は最終消費市場における価
格競争を排除するから，その採用は，小売企業に安定的な利益マージンを残
すことをも意味するであろう。近隣の競争相手を除去するのがテリトリー制
であるとすれば，それは小売企業に利益マージンの保証を与えるのと同じこ
とになる。垂直的拘束は多かれ少なかれ競争を抑制するし，競争を抑制すれ
ば，小売企業が受け取る利益マージンが安定化して，その経済利害が護られ
る (Kleinand Murphy, 1988)。この意味で，垂直的拘束を課すことは．たし
かに小売企業にインセンティブを供与することに通じる。
しかし，企業間関係を分析する場合には， ヨリ直接的に金銭的報醐を提供
し，これによって小売企業の行動を誘導する問題を考えないわけにはゆかな
い。小売企業がメーカーの製品を取り次ぐのは利益マージンが期待できるか
らであり，それがどれほどかは小売企業の動機に大きな影響を与える。それ
によって小売企業の努力に報いる結果にも，また逆にペナルティを賦課する
ことにもなるのである。
最終消費価格と数量を所与とすれば，小売企業がメーカーにヨリ多くを支
払えば小売企業の純利益は減るし，逆に少なく支払えば純利益は増加する。
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ここでの問題の中心はメーカーヘの支払額であるから，それを定式化するた
めに，小売企業がメーカーに支払う金額を T(.)と表わすことにしよう。
この支払額の決定方式にはい）くつかの代替的方法がある (Tirole,1988)。主
要なものを挙げておこう。
① 一様価格
小売企業がメーカーから仕入れを行う場合，その単価が取引数量にか
かわりなく一定であれば，支払額は取引数量の増加に比例して増加す
る。この典型的なケースを一様価格とか線型価格 (uniformor fully 
linear price)といい，しばしば次のように表現する。
T(q) = Pw q (5) 
この方式にもとづいて取引を行う場合には，・中間財の取引価格 Pwを
いくらに定めるかによってパイの分配が決まってしまう。それを高くす
れば利益はメーカーに吸い上げられるし，それを低く定めれば，それだ
けマージンが小売企業の側に残ることになる。インセンティプを確保す
るうえにおいては，このマージンの幅が重要で， 例えば Pw=Pという
ようなことになれば，小売企業のインセンティブは失われてしまう。こ
れに対して， Pw=Cとすれば小売企業のインセンティプは増し，サービ
スの水準を引き上げようとする動機は強くなるであろうが，これではメ
ーカーが取引の動機を失うことになる。かくて， C~Pw~P という条件
のもとで，取引価格 p,.をどう定めるかが関心の焦点になり，この決定
をめぐって厳しい交渉が行われることになる。
R 数量割引
取引数量が一定の水準 qkを上回った場合には，メーカーが小売企業
に対して a・100パーセントの割引を与えることがある。すなわち，支払
額を次のような構造にする。
a=O if q<qk 
T(q) ＝（1-a)pwq { （6) 
a>O if q6qk 
この数量割引の恩典に浴するには，小売企業は仕入れ数量を qk以上
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に引き上げなければならない。そこで，小売価格を引き下げたり，サー
ビス水準を引き上げたりして，少なくとも qkVこなるように行動するこ
とになるであろう。
⑧ 契約金
小売に販売権を供与する代償として，メーカーが一定額Aを徴収する
契約がある。この契約金の徴収が契約当初に 1回だけ行われれば，それ
は一般にフランチャイズ料 (franchisefee) といわれる。この支払い
が要求される場合には，小売企業の支払総額は仕入金額にこの契約金A
を加えたものになる。
T(q) =A+pwq (7) 
この定額Aが負の場合には， メーカーが小売企業に補助金を支給する
ことになる点に注意されたい。
④ ロイヤリティ
メーカーが小売企業の売上金額（または数量）に比例してロイヤリテ
(7) 
ィ (royalty)を課すことがある。 r•100バーセントだけこの支払が求
められると，小売店は仕入れ高 Pwqのほかにロイヤルティ rpqを支払
わなければならない。
T(q) =p叫＋rpq
=q(pw+rp) 
⑥ 抱き合わせ
(8) 
小売業者が補完的ないくつかの製品（例えばカメラとフィルム）を販
売する場合には，ある製品を購入するときには他の製品も自分から購入
するよう，メーカーが契約によって小売業者に強制することがある。こ
れが「抱き合わせ」 (tie-in)である。この場合には，他の製品について
(7) ロイヤリティには小売企業の販売数量を基準とするものと小売企業の売上高を
基準にするものとの2つがあり，前者が販売数量ロイヤリティ (outputroyalty) 
と，後者が売上収益ロイヤリティ (salesrevenue royalty)と呼ばれる。詳しく
は Blairand Kaserman (1983)をみられたい。
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時価とは遣う価格をつける可能性があり，それが時価よりも高いときに
は小売企業は追加の支払いを求められていることになるし，それが時価
(8) 
よりも低いときには割引を受けていることになる。
これらのいずれによるかは2企業の間におけるパイの分配方法の遣いにす
ぎない。しかし，その選択はインセンティブに大きな影響を与えて，メーカ
ーと小売企業の協力関係の在り方をも変えてしまう可能性がある。かくて，
それを取引の当事者がどう決めるかが重要になってくる。
(2)価格交渉と情報の入手可能性
メーカーが小売企業にロイヤリティを賦課するような場合には契約の履行
に会計情報（売上高など），それも立証可能な会計情報が欠かせない。小売企
業の売上高にもとづいて支払額を決めるのに，その売上高がメーカーに不明
では支払額は決められないであろう。しかし，そうしたやや特殊なケースは
別にしても，中間財の取引価格の決定においては取引の相手側についての会
計情報がきわめて重要な意味をもつことが少なくない。メーカーは小売企業
に残る利益マージンを考慮して，また小売企業もメーカーの取り分を強く意
識して価格交渉に臨むから，相手側の情報，特に会計情報が重要な役割を果
たすのである。
メーカーの売上は同時に小売の仕入れであるから，中間財の取引にかんす
るかぎりは，双方とも品目ごとの数量と価格を直接に観察することができ
る。改めて情報をヤリトリするまでもなく，この情報だけは取引の当事者の
間で共有されているといえる。しかし，何等かの情報システムがなければ，
メーカーは最終小売市場の状況，特にその販売価格と販売数量を正確に掌握
することはできないし，また小売企業もメーカーのコストを知りうる立場に
はない。それぞれがもつ情報は限られている。
(8) 抱き合わせについては，正確にいうと，ある製品と他の製品の数量比を固定す
る「数量比固定」 (bundling)と，他の製品もあわせて買ってほしいという「買
取要請契約」 (requirementcontra,cting)とがある。この類別は拘束の程度の遣
いを反映している点に注意されたい。
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たしかに，小売企業の会計デークがメーカーに開示されれば，少なくとも
事後においてはメーカーは必要な情報を入手できるといえるし，また，メー
カーが小売企業にコスト・データを開示する場合もあるかもしれない。しか
し，相手側から情報開示があったとしても，その正しさを検証する手段がな
いとすれば，その情報にもとづいて契約を締結するのは困難である。そのう
ぇ，会計上の利益の計算は個々の品目別に行われるわけではないから，およ
その推測はできても，真の値（品目別の売上，売上原価，利益）はなかなか
正確には分からないであろう。この点はティロルが指摘する涌りである。
「取引のケースにおいては，ある場合には，これらの値が会計デーク
から事後的に推測できるであろう。しかし，かかる会計デークは改ざん
されるかもしれない。例えば供給企業のコストは他のプロゼクトに関連
したコストから区別するのがむずかしいかもしれない。それはまた『道
徳的陥穿』（供給企業によって事後的に行使される，観察不能なコスト
引き下げ努力の水準）によっても歪められよう。同様にして，この中間
財の取引がどれだけ買手の全般的利益に寄与するかは見定めるのがむず
かしいであろう」 (Tirole, 1988, p. 22n) 
メーカーは小売企業の売上情報を完全にはもっていないし，小売企業もメ
ーカーのコスト情報に完全には通じていない。双方の側に情報の非対称性が
存在する。しかし，それにもかかわらず，この不完全情報のもとで現実に交
(9) 
渉価格を定めて，パイの配分を決めなければならない。そこで，取引の当事
者は可能なかぎり私的情報の入手に努め，そのうえで取引を自己に有利に導
こうとする。単に与えられた情報現境の下で「ゲーム」を展開するだけでな
く，情報システムそのものもコントロールして，有利な結果に達しようと努
めるのである。このような情報システムヘの能動的な働きかけがその技術的
(9) この場合の価格は，与えられた条件のもとで双方が交渉して決める交渉価格
(negotiated price)であり，市場から与えられる固定価格ではない点は特に注
意されたい。またこの交渉価格をモデル化しているのがエージェンシー理論の特
徴であることもここで想起されたい (Arrow,1985)。
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な発展を促すことになる。
5. 販売ネットワーク・システム
(1)販売ネットワークの進展
以上の検討によって，垂直的拘束を課すにしてもまたインセンティプを醸
成するにしても，どのような情報を入手できるかがきわめて重要なボイント
であり，それによって企業間関係の在り方も逢ってくる可能性があることが
明らかになった。ここで改めて指摘するまでもなく，この情報の入手可能性
に直接に影響を与えるのが「情報システム」 (informationsystem)にほか
ならない。情報システムを新たに設置したり改良したりすれば，従来には入
手できなかった情報が利用できるようになるし，またこの情報環境の変化は
垂直的コントロールのすすめ方にも大きな影響を及ぽすことが考えられる。
最後に，最近の技術革新をも考慮に入れて，この点を検討しよう。
よく指摘されるように，コンピュークと通信技術の発達にともない，企業
内の情報システムを他企業の情報システムと接合し，それを組織の枠を越え
て運用するケースが最近では増加してきている。在庫管理システム，受発注
管理システム，販売時点管理システム（いわゆる POS)，営業債権・債務管
理システムなどはそもそもは組織内システムとして発達してきたものであ
り，したがって組織外部の人々の利用に供する場合でも，せいぜい限られた
取引相手に，ごく一部のデークを参照させるにすぎなかった。企業外部にあ
るコンピューク端末から取引相手の保有在庫，注残，債権残高などを照会す
るシステムがその例である。
しかし，企業と企業の間に「情報ネットワーク」 (informationnetwork) 
が拡がってくるとともに，最近ではそうしたステップを踏み越えるケースが
多くなってきている。組織内システムを相互に連接し，デークベースを相互
利用するだけでなく，取引照会，成約から，契約の履行まですべての取引過
程をコンピュータに代行させる傾向が顕著になってきたのである。このよう
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な取引そのものの自動化については各種の事例が報告されているが，そのな
かには，取引銀行，物流業者，回線提供業者などを巻き込んだ大掛かりな自
動受発注システム，自動配送指示システム，自動決済システムなどが含まれ
ている。
このような情報ネットワークは取引にかかわる時間，労力，熟練などを節
約するだけでなく，手持ち資金や在庫，遊休キャパシティなどをも削減する
のに役立ち，それぞれの個別企業のレベルにおいて資源の利用効率を高める
働きをする。それはまた第2に，企業間のレベルにおいても重要な働きを
し，情報の共有性を高めて，相互の協調行動を促す効果をもつと考えられ
る。それぞれが取引相手の情報に精通することができるとすれば，相手側の
意思決定を予測し，それにあわせて自己の意思決定を調整するのはいっそう
容易になるにちがいない。しかし，情報ネットワークがもたらす効果はそれ
だけではない。そのほかに，モニクリングの水準を引き上げるという側面も
もっている。
企業間の取引を自動化する場合には，それに付随して取引の経過を自動的
に記録し，そしてそれを常時監視するコンピューク・システムが不可欠にな
る。この自動記録保持システムが機能する場合には，遠隔地からでも，端末
を叩けば取引の経過を容易に追跡できるということになりやすいから，それ
を防止する特別のシステムを組み込まないかぎり，自己の行動が取引相手に
露顕してしまう確率は著しく高まるであろう。このことは，モニクリングと
いう点からみれば，その精度が向上し，観察可能性が高まるということにほ
かならない。メーカーと小売企業との間の垂直的関係においては，このこと
のもつ意義はきわめて大きい。
例えば小売企業の POSデークをメーカーが端末から覗くことができると
すれば，再販売価格維持契約を結んでいる小売企業は「秘密の割引」などに
よって自分の好きな小売価格を定めるのはますます困難になるであろう。メ
ーカーが商品の流れをコンピュータを通じて細大洩らさず追跡するのであれ
ぱ，専売制や買取数量指定といった拘束を課されている小売企業は，もはや
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他の小売企業との間で容易には裁定取引を行いえなくなるにちがいない。情
報ネットワークの拡がりは小売企業のモニクリングの水準を引き上げると考
えられるし，またそうであるから，それはメーカーの垂直的コントロールを
(10) 
タイトに作用させることになりやすい。
同様なことはインセンティプの醸成についてもいえる。情報ネットワーク
は，以前には入手できなかった情報を速く，正確に掌握することを可能にす
る。このことは取引の当事者の保有情報を変えることを意味するから，交渉
によって決められる中間財の価格なども以前とは遮ってくることになるかも
しれない。価格交渉というゲームにおいてはプレヤーの保有情報が決定的に
重要であり，当事者がもつ情報が遣ってくればゲームも瀧ったふうに進行す
ると考えなければならない。
このようにみてくると，情報ネットワーク化がもたらすものが，資源の効
率的利用といった点にとどまらないことは明らかである。それはさらに深い
実質的な影響を含んでおり，企業と企業との間の垂直的関係そのものにも大
きなインパクトを与えると考えなければならない。
6. 結び
企業組織の内部にある販売事業単位（販売事業部など）を，例えば収益セ
ンター (revenuecenter)として，本社が管理する問題は会計の文献でも古
くから取り上げられてきている。また，企業組織の外部にある「一般消費
者」への会計情報の提供も，ぞんざいな扱いながらも，会計文献で折りに触
れ取り上げられてきた課題である。しかし，企業組織の外部にあるにもかか
わらず，あたかも組織内部のサプユニットでもあるかのように，垂直的に強
くコントロールされている川下企業群については，少なくとも会計研究の立
場からはほとんど分析が加えられてこなかった。現実には「契約による統
(10) 観察可能性が上がるということは，一般的にいえば，道徳的陥穿の防止が容易
になるということである。しかし，このことを垂直的企業関係に引き直せば，そ
れはコントロールが強まるということである。この意味で，道徳的陥奔の防止に
は種々の実質効果がともなうことに注意されたい。
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合」ないし「部分的統合」によって結ばれた企業群が多く，その中で会計情
報が広く利用されているにもかかわらず，この事実にすら注意が向けられて
いないのである。この大きな間隙を埋めようとするのが本稿の基本的な狙い
であった。
メーカーと小売企業の間の企業間関係は実際にはきわめて錯綜としている
が，それをエージェンシー関係に置き換えてみると，どこからコンフリクト
が生まれ，それを当事者がどう解決しようとしているかが明確になるし，ま
た単に慣行的に行われているとしかみえない垂直的コントロールにも，その
背後にそれ相応の理由があることがはっきりしてくる。メーカーが小売企業
に垂直的拘束を課したり，ィンセンティブを供与したりするのは企業間に生
ずる問題，特に外部性の問題を解決するためにほかならない。本稿で光があ
てられたのは，このコンテキストで利用される情報，それも特に売上デーク
などの会計情報である。
本稿ではそのほかに，最近めざましい普及をみせている情報ネットワーク
が取り上げられた。この情報ネットワークの拡がりはいろいろなインパクト
を与える可能性があるが，ここで注意されたのは，それがモニタリングの水
準を引き上げるという点である。このことの含意はなお十分には明らかでは
ないが，控え目にいっても，垂直的コントロールを促すことは否定しえない
であろう。情報環境の変化のために，市場取引においても意識的なコントロ
ールの領域が拡大し，独立の小売企業があたかも内部組織のサブユニットか
のように管理される傾向がいっそう強まると考えられる。このことは「部分
的統合」がますます支配的な組織形態になりつつあること，それゆえにその
研究の意義がいっそう大きくなってきていることを意味する。
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